
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 （参考）

（注）　人件費には、特別職職員に支給される給料、報酬等を含みます。

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員数は、平成２２年４月１日現在の人数です。
      ２　職員数には、再任用短時間勤務職員を含みません。
      ３　給与費は、再任用短時間勤務職員の給与を含みます。
　　　４　職員手当には、退職手当を含みません。

 (3) 特記事項

特になし

 (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注） ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
 　　　

区　　分
職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　計　　Ｂ期末・勤勉手当職員手当　　　　　　Ａ

22年度

人

265,009 18,757,024 19.7

千円

18.2

千円

22年度

２１年度の人件費率

人

　　　　　　Ｂ

　　　　　　　　　　　％　　　　　　　千円

103,064,301

給　 料

2,065 8,179,766 1,849,988

人　件　費

千円 千円

3,032,045 13,061,799

人 件 費 率

Ｂ／Ａ

　　　　　千円 　　　　　　％

1,112,595

　　　　　千円

歳　出　額　

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（２２年度末）

福井市の給与・定員管理等について

実 質 収 支
区　　分

(参考)特例市平均

一人当たり給与費

千円

6,522

一人当たり

給与費 B/A

千円

6,325

(H18)
97.4

(H18)
99.4

(H18)
100.8

(H23)
100.9 (H23)

100.1
(H23)
98.8

90

95

100

105

福井市 特例市平均 全国市平均
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２　一般行政職給料表の状況（平成２３年４月１日現在）

（単位 ： 円）

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在）

　　 ①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　 ②技能労務職

うち調理技師

うち環境技師

うち施設技師

うち調理技師

うち環境技師

うち施設技師

―

2,943,200円

9.3年

2.23

7.9年

22.6年

26.5年

―

19.4年

―

2.46

2.43

46.2歳

―

―

―

―

平均給与月額

290,600円

251,200円

―

平均年齢

※１　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。
　　　（平成20～22年の３ヶ年平均）

3,385,100円5,840,804円

6,561,148円

※２　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、
　　公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた
　　試算値です。
※３　公務員の職種と民間の職種等については、福井市が正規職員のみを対象としているのに対し、民間データは短
　　期雇用のアルバイト等の非正規職員を含んでおり、また、勤続年数のほか、業務内容、雇用形態等が一致してお
　　らず、単純に比較することはできません。

9.7年 2.73

参 考 ※３

―

民　　間　※１

209,700円53.8歳 1.95用務員

44.6歳 1.45

―

363,442円

364,191円 ―

A／B

1.4542.2歳

―

321,662円

367,949円

―

358,432324,717 445,499

412,630

福井県 47.0歳

47.0歳 333,345円118人

53.4歳 31人

44人

296人 345,563円

福井市

区　　分

(Ｃ)

―

公務員

年収ベース（試算値）の比較　※２

―

福井市 48.4歳

(Ｂ)

―

区　　分 平均給与月額

国

368,126

特例市平均

区　　分

339,559

41.0

327,205

福井市

福井県

397,723

334,358

平均給料月額職員数
（国ベース）

平均給与月額 　　対応する民間
　　の類似職種

平均年齢

435,366

３　級

261,900

４　級

平均年齢

42.8

42.7

396,667円

調理士

廃棄物処理業従業員

351,120円

―

（国ベース）

公　務　員

(Ａ)

386,150

207人 370,353円348,167円

―42.3

389,040円

431,700

平均給与月額
平均給与月額

５　級

391,592円

平均給料月額

２　級

公務員

―

(Ｄ) (Ｆ)(Ｅ)

409,179円

385,357円

民　間

参　　　　考　　※３

―

Ｅ／Ｆ
民　間

勤続年数（試算値）の比較　※１

６　級

354,092円

207人

421,366円

283,862円

373,492円

国

特例市平均

6,638,532円

49.5歳

4,035,300円

391,526円324,255円46.4歳

3,689人

1.65

Ｃ／Ｄ

1.73

―

― ―

―

１　級

１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

135,600

243,700

366,200

458,400

185,800

309,200

222,900

356,400 402,500

320,600

７　級 ９　級

413,000 442,000

540,300

289,200

442,300

８　級

480,500
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【賃金構造基本統計調査のデータについて】

　　 ③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

 (2) 職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）

円

円

円 円 円

円 円

円

円

円

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）　該当職員が３人以下の区分については、記載していません。

311,043

福　井　県

経験年数２０年

 －

139,400

140,100

 －

Ⅰ種

172,200
円

福井市

福井県

300,698

　賃金構造基本統計調査は、我が国の主要産業に雇用される労働者について、その賃金の実態を労働者の雇用形
態、就業形態、職種、性、年齢、学歴、勤続年数及び経験年数別に明らかにすることを目的として、毎年、厚生
労働省が実施している調査です。
　本表での民間データは、その調査結果である企業規模１０人以上、常用労働者のうち一般労働者について集計
したものを使用しています。

平均年齢 平均給与月額

※「常用労働者」とは、次の各号のいずれかに該当する労働者をいいます。
　　① 期間を定めずに雇われている労働者
　　② １か月を超える期間を定めて雇われている労働者
　　③ 日々又は１か月以内の期間を定めて雇われている労働者のうち、４月及び５月にぞれぞれ１８日以上
　　　雇用された労働者
※「一般労働者」とは短時間労働者以外の労働者をいいます。

38.8

区　　分

423,194386,865

348,013

平均給料月額

310,040

－

( 幼 稚 園 )

教　育　職 －

－

大　学　卒

－

－

－

368,153

－

44.6

大　学　卒 178,800

福　井　市 国

 －

－

－

－

－高　校　卒

特例市平均

技能労務職

一般行政職

区　　　　　分

252,725

高　校　卒

大　学　卒
一般行政職

技能労務職
中　学　卒

高　校　卒 －

－

Ⅱ種

 －

経験年数１５年区　　　　分 経験年数１０年

（幼  稚　園）

－

178,800 円

41.5 328,086

144,500

383,495

144,500

大　学　卒

高　校　卒

中　学　卒

高　校　卒

 －

高　校　卒

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当など
　　　　のすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているもので
　　　　す。
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当
　　　　等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

 －

181,200

教　育　職

 －

144,500

144,500

178,800

147,400

3



４　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在）

（注）　福井市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

19.1

　　　　　　　　％

19.5

１　　級

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％　　　　　　　　人

代表的な職名

主事、技師

主査

主事、技師
　　　　　　　　％

17.3

243

98 7.7

２　　級

副主幹

３　　級

課長、副課長、主任

５　　級

４　　級

主幹

６　　級

構成比職員数

247

164

区　　分

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

212 16.7
　　　　　　　　人

12.9
　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

220

次長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

28
　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

38

課長

　　　　　　　　人

７　　級
2.2

８　　級

部長
　　　　　　　　人

20 1.6

3.0

９　　級

１級, 7.7% １級, 8.4%

２級, 19.1% ２級, 20.2% ２級, 13.9%

３級, 17.3% ３級, 14.7% ３級, 18.3%

４級, 19.5% ４級, 19.6%

５級, 12.9% ５級, 13.2%

５級, 19.0%

６級, 16.7% ６級, 17.4%
６級, 20.4%

１級, 12.8%

４級, 8.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成23年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

 9級　1.5％
 8級　2.5％
 7級　3.2％

 9級　1.6％
 8級　3.0％
 7級　1.9％

 9級　1.6％
 8級　3.0％
 7級　2.2％
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（2) 昇給への勤務成績の反映状況
　

１．勤務成績の評定の実施状況

２．昇給への勤務成績の反映状況

　　昇給は、それぞれの職員の勤務成績の証明に基づき、職員を次のＡからＥまでの昇給区分に決定して行います。

５　職員の手当の状況　（全会計）

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（22年度支給割合） （22年度支給割合） （22年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5％～20％ ・役職加算　5％～20％ ・役職加算　5％～20％

・管理職加算　20％　（部長級の期末手当のみ） ・管理職加算　15％～25％ ・管理職加算　10％～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況
　

（2) 退職手当（平成２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置　（2％～20％加算） ・定年前早期退職特例措置　（2％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　

千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２２年度に退職した職員に支給された平均額です。

59.28

24,040

　　　ただし、現在の上位判定は、１の人事評価に基づき昇任した職員（昇給区分Ｂ）のみとしています。

59.28

0.65

1.35 2.60

1,602

59.28

8,805

59.28

1.35

23.5

41.34

　　監督する地位にある者の勤務成績に関する内申及び別に定める下位基準により、成績区分を「良好である職員」
　と「良好でない職員」とに区分して成績率を決定し、勤勉手当を支給しています。

福　　　　　井　　　　　県

1.45

2.60

1.45

　　昇任対象者について、能力･意欲に関する人事評価を実施しています。
　　（全職員に対する人事評価については試行期間中です。）

0.65

30.55

41.34

1.35

国

　Ａ：勤務成績が極めて良好である職員
　Ｂ：勤務成績が特に良好である職員
　Ｃ：勤務成績が良好である職員
　Ｄ：勤務成績がやや良好である職員
　Ｅ：勤務成績が良好でない職員

１人当たり平均支給額（22年度）

福　　　　　井　　　　　市

2.60

1.45 0.65

国

33.5

30.55 23.5

33.5

47.5

１人当たり平均支給額（22年度）

福　　　　　　井　　　　　　市

47.5 59.28

1,480

59.28

―
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 (3) 地域手当

（平成２３年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

    

 (4) 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

千円

　円

　％

450円/件

感染症等への対応業務

大型特殊自動車等の運転作業に従事した職員

380円/日

特殊施設勤務手当

企業局に所属する職員供給停止等業務手当

資格専任手当（企業局）

保育業務手当

資格専任手当

除雪作業手当

緊急呼出手当 企業局に所属する職員

用地交渉手当

行旅病人及び行旅死亡
人取扱手当

特殊現場作業手当

深夜勤務手当

保育士

クリーンセンターに所属する職員

幼児保育手当

福祉保健部の職員

廃棄物の収集・運搬・処理業務

飼育作業手当

危険作業手当

下水道部に所属する職員

福井市

福祉事務所に所属する職員

税務事務所等に所属する職員

主な支給対象業務主な支給対象職員

滞納整理業務手当

差押業務手当

税務事務所等に所属する職員

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

手当の名称

18

支給対象職員数

25

2

手当の種類（手当数）

3 2,558

東京都特別区

46.3

3

社会福祉業務手当 生活保護業務、ふれ愛園の業務

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度）

下水道管きょ等の清掃業務等

特殊自動車運転手当

保健センター、農林水産部に所属する職員防疫作業手当

清掃作業手当

汚染作業手当

環境事務所に所属する職員

支給対象地域

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

支給実績（22年度決算）

120,489

支給率

380円/日

左記職員に対する支給単価

高所作業、毒物・火薬・高圧ガスの取扱等の危険作業 250円/日

2,200円/月

380円/日建設部に所属する職員 足羽山遊園地での動物の飼育業務

300円～500円/日

51,712

差押の業務

保安勤務手当

消防業務手当 消防職員

災害出動手当

医療業務手当 医師

300円～600円/日

ボイラー取扱主任者、電気主任技術者として選任され、資格者
としての業務に専任したとき

緊急呼出により出動しての調査・復旧の業務 700円/回

2,000円～8,000円/月ガス主任技術者等の資格取得者

年末年始に勤務した場合

3,000円/月

診療業務

企業局に所属する職員

災害時の庁外での救助、復旧、調査等の業務

2,000円/日

450円/件ガス及び水道の停止業務

2,800円/日
年末年始の事故等の保安処
理のための自宅待機

企業局に所属する職員

300円～600円/日

正規の勤務時間における夜
間の塵芥処理等の業務

警報発令下・夜間の除雪作業等

保育園での保育業務

行旅病人の救護または行旅
死亡人の処置業務

300円/日

1,500円/日～3,500円/体

1,000円/勤務

消防の業務 300円～500円/日

15万円以内/月

500円/日

300円/回

市税等の徴収業務

幼稚園での保育業務幼稚園教諭

380円～650円/日

5,000円/月

総合支所及び道路課に所属する職員

土地の取得等の交渉業務に従事した職員

道路のアスファルト舗装補修作業

土地の取得等の交渉業務

支給実績（22年度決算） 61,382

306,043

18

国の制度（支給率）

除雪作業に従事した職員

600円～900円/日
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（平成２３年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

＜国＞

千円 円

729,643

96,414

0

222,489

96,835

250,523

0

平均支給年額
支給職員１人当たり

922,710

210,867

支給実績
（22年度決算）

２　自宅の場合
　　　　　　　　　　　　　　　2,500円

　　

　満16歳年度初めから満22歳年度末
　までの子1人につき、5,000円を加算

管理職
手　当

国の制度と
異なる内容

初 任 給
調整手当

同じ

医師　　月額306,000円以下

管理・監督の地位にある職員に
支給

月額41,600～119,900円

同じ

97,319

国の制度
との異同

職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

支給実績（22年度決算）

内容及び支給単価

職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

（22年度決算）

354

手　当　名

扶養手当

１　借家等の場合
　･家賃が23,000円以下の場合
　　家賃額－12,000円
　･家賃23,000円を超え55,000円
　　未満
　　(家賃額－23,000円)×1/2
　　　　　　　　　　　　　＋11,000円
　･家賃55,000円以上
　　　　　　　　　　　　　　 27,000円

同じ

同じ

異なる

支給実績（21年度決算）

扶養親族のある職員に支給

　・その他の扶養親族

6,500円～11,000円

　・配偶者 13,000円

住居手当

賃貸住宅、自宅に居住する職員
に支給

異なる

220,402

＜国＞
１　電車・バスを利用する場
　合
　　運賃等相当額55,000円
　　まで支給
２　乗用車を利用する場合
　　使用距離に応じて、
　　2,000円～24,500円を
　　支給
３　駐車料金の加算なし

支給なし

通勤手当

１　電車・バスを利用する場合
　　運賃等相当額55,000円迄は
　　全額、超える部分は半額支給
２　乗用車等を利用する場合
　　使用距離に応じて2,000円以
　　上を支給
３　公共交通機関と乗用車等を
　併用する者で、有料駐車場を

通勤のため、交通機関又は交通
用具（乗用車等）を利用している
職員に支給

370

948,783

7



千円 円

千円 円

宿日直勤務を行う職員に支給 千円 円

千円 円

千円 円

492,000

災害応急対応対策又は災害復
旧のため福井市に派遣された国
又は他の地方公共団体の職員
が住所又は居所を離れて福井市
の区域に滞在することを要する場
合に支給

0

25,203

492

1回　5,100円

正規の勤務時間として深夜に勤
務する職員に支給

　配偶者宅との距離により
　月額23,000円～68,000円

異なる
＜国＞　普通宿日直勤務

同じ

同じ

1回　4,200円

26,300

24,850

夜勤手当

　利用する場合
　　駐車料金等加算
　　（3,000円を限度）

単身赴任
手　　当

異動に伴い転居し、やむを得な
い事情により配偶者と別居し単身
で生活する職員に支給

1日　2,430円～4,000円

１時間当たりの給与額の25/100

1勤務　4,000円～12,000円

管理職員
特別勤務
手　　当

災害派遣
手　　当

77,811

宿日直手当

0

管理・監督の地位にある職員が
週休日又は休日等に勤務した場
合に支給 同じ

3,168 21,551

8



６　特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円　／ 円

円 円　／ 円

円 円 ／ 円

円 円　／ 円

円 円　／ 円

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円

円

(注)　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

       勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

職員派遣の廃止、縮小、情報課の国勢調査部門の縮小等
債権管理課の新設
保育園の正規と非常勤の保育士比率の改善等

退職者不充当等

農村整備課の適正配置等
まちづくり福井株式会社への派遣規模の縮小等
福井県福井駅周辺整備事務所への派遣規模の縮小等
＜参考＞
人口１万人当たり職員数 　　　　　　　　　 人
（特例市の人口1万人当たりの職員数 人）

施設技師及び調理技師の非常勤置換え等

消防署職員の非常勤置換え等
＜参考＞
 人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人
 （特例市の人口1万人当たりの職員数 人）
計画室の廃止及び給水課への移管等

＜参考＞
 人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

1

処理場管理センター及びポンプ場管理センターの廃止並
びに施設管理センターの新設等

給　　　料　　　月　　　額　　　等

　　（22年度支給割合）
　　　　　　　　　　　　　　２．９５月分

466,000

（各年４月１日現在）

任期毎

　公
　営会
　企計
　業部
　等門

水　道

小　計

職員数

平成23年

426
100

△ 9

平成22年

19
339

0

25,392,000

12,585,600874,000円×在職月数×０．３

2

2

対前年
増減数

740,000

680,000

給

料

（参考）特例市における最高／最低額

2,043

下水道

333

その他

349

教育部門

小　計

合　　　計
[ 2,491］

2,448

381

2,067

普
通
会
計
部
門

消防部門

106

174

148

土　　木

衛　　生
労　　働

91.16[      0］
△ 35

318

△ 5

△ 15

△ 11

△ 24

348

[2,491］

101

100

96

174

370

2,413

52.02

△ 1

△ 8

△ 1

950,000

740,000

区 分

1,058,000

722,200

438,800

　　（22年度支給割合）
　　　　　　　　　　　　　　２．９５月分

348

任期毎

780,000

874,000

670,000

630,000

主な増減理由

0

△ 6

527,400

1,385

102

△ 2

84
6 0

△ 1

1,137,000

副 市 長

77.18
63.01

146
427

201202

1,377

54

副 議 長

市 長 766,400

議 長

議 長

報

酬

市 長

議 員

副 市 長
期
末
手
当

副 市 長

市 長

副 議 長
議 員

退
職
手
当

82
6

53

民　　生

備　　　　考

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

一
般
行
政
部
門

計

19議　　会

商　　工

総　　務

農林水産

税　　務

44.24

1,058,000円×在職月数×０．５
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（2)年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在）

　

(3)職員数の推移
（単位 ： 人 ・ ％）

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

(▲ 8.9%)

(▲ 9.2%)▲ 244

▲ 2

▲ 199

▲ 45 (▲ 10.8%)

(▲ 0.6%)

55歳

区　分

職員数 2人 72人 279人 262人 286人 264人 

2,067

23歳

～

20歳

未満

～

48歳20歳 28歳

224人 

公 営 企 業 等 会 計 計

総 合 計

2,413人 

計

305人 

～

60歳

1人 

59歳 以上

52歳

～

40歳

～

56歳36歳

～～

44歳

235人 294人 

39歳 51歳47歳43歳

189人 

32歳

27歳

24歳

～
31歳 35歳

～～

▲ 69

(▲ 8.5%)

(▲ 17.8%)

1,430 1,377

318

1,3851,411 ▲ 128

2,4132,500

381

2,043

370

2,448

消 防

普 通 会 計 計

355

2,111

2,657 2,5632,617

417 412

平成23年平成22年平成19年 平成20年
過去５年間の

平成21年

教 育

平成18年

1,505

387

　　　　　　　　年　　度

　部　門　別

一 般 行 政

増減数 （率）

377 366

1,470

415 389

350

2,242 2,151

353

2,200

348353 349

333347

0

2

4

6

8

10

12

14

16

20 20-
23

24-
27

28-
31

32-
35

36-
39

40-
43

44-
47

48-
51

52-
55

56-
59

60

構成比

５年前の構成比

％

歳
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８　公営企業職員の状況

　(1)　ガス事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

（注）職員給与費には、資本的支出にかかる人件費72,611,567円を含みます。  

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、平成２３年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

特になし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２３年４月１日現在）

　　　　　　区　　分

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（22年度） １人当たり平均支給額（22年度）

（21年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5％～20％

・管理職加算　20％　（部長級の期末手当のみ）

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

市町村平均　（政令指定都市を除く）福　　　　　井　　　　　市

6,425

（参考）市町村平均

386,699

千円 千円

一人当たり給与費

6,926

　給与費 　B/A

平均月収額

67,343

　一人当たり

千円

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

　　　　　千円

21年度の総費用に占

22年度

％

める職員給与費比率

千円

577,132

職員給与費比率

39,210

市町村平均（政令指定都市を除く）

福　井　市

1,643 1,462 千円　

1.45

人

41

千円

区　　分

22年度

　　　　　　Ａ

区　　分

9.2

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

7.2

　質収支

千円

13,4843,953,454

総費用

職員数

千円

給　 料

177,396

0.65

職員手当

Ａ  

283,949

Ｂ　

総費用に占める
職員給与費

　　　　　　Ｂ／Ａ

283,949

千円 ％

純損益又は実

43.4

45.1

平　均　年　齢

2.60 1.35

535,411353,772

千円　

基本給

11



イ　退職手当（平成２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置　（2％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２２年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当

（平成２３年４月１日現在）

千円

 円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

千円

 円

 ％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

6,839

5,648

3

一般行政職の制度（支給率）

6,503

23.5

市町村平均　（政令指定都市を除く）

福井市

137,752

61.0

3

62,390

1,560

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度）

支給対象地域

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

317

主な支給対象職員

支給実績（22年度決算）

支給率

手当の名称

59.2847.5

2,800円/回

手当の種類（手当数）

企業局に所属する職員
年末年始の事故等の保安処理
のための自宅待機

主な支給対象業務

8

左記職員に対する支給単価

450円/件ガスの停止業務企業局に所属する職員

高所作業、毒物・火薬・ガスの取扱等の危険作業

59.28

緊急呼出手当 企業局に所属する職員

資格専任手当(企業局)

59.28

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

支給実績（22年度決算）

44

支給対象職員数

ガス主任技術者等の資格取得者

緊急呼出により出動しての調
査、復旧の業務

保安勤務手当

供給停止等業務手当

企業局に所属する職員

支給実績（21年度決算） 13,301

380円/日

412

16,895

滞納整理業務手当

企業局に所属する職員 土地の取得等の交渉業務

支給実績（22年度決算）

用地交渉手当

災害時の庁外での救出、復旧、調査等の作業災害出動手当

職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

250円/日

職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

380円～650円/日

500円/日

企業局に所属する職員 料金等の徴収業務

危険作業手当

2,000円～8,000円/月

700円/回

41.34

30.55

33.5

福　　　　　井　　　　　市
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カ　その他の手当（平成２３年４月１日現在）

円

円

円

円

円

 (2)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

（注）職員給与費には、資本的支出にかかる人件費110,552,204円を含みます。  

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、平成２３年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

特になし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２３年４月１日現在）

　　　　　　区　　分

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

市町村平均（政令指定都市を除く） 45.6 362,100 535,892

平　均　年　齢 基本給 平均月収額

福　井　市 42.8 336,843 495,283

千円 千円 千円

145,149 606,227 5,943 6,443102 387,780 73,298

　　　　　千円

住居手当

－

22年度
人 千円

純損益又は実

区　　分
職員数

　　　　　　Ａ

千円

－

める職員給与費比率

0同じ － 千円

職員給与費

Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

21年度の総費用に占

職員手当

　質収支

％

　給与費 　B/A　　計　　Ｂ

13.6 14.3

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

％千円

給　 料

千円

同じ

支給実績
（２２年度決算）

 一般行政
 職の制度
 との異同

 一般行政
 職の制度
 と異なる
 内容

3,160

－

－

千円1,011

281,419 606,227
22年度

区　　分
総費用

Ａ  

千円

4,442,274

期末・勤勉手当

管理職手当

扶養手当

同じ

同じ

５(６)に同じ

同じ

夜勤手当

通勤手当

（参考）市町村平均

3,656 千円

　一人当たり

7,212 千円

千円

0

総費用に占める

職員給与費比率

内容及び支給単価手　当　名

一人当たり給与費

87,787

731,262

240,400

42,125

 支給職員１人当た
 り平均支給年額
 （２２年度決算）

13



③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（平成22年度） １人当たり平均支給額（平成22年度）

（22年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5％～20％

・管理職加算　20％　（部長級の期末手当のみ）

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置　（2％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２２年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当

（平成２３年４月１日現在）

千円

 円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

千円

 円

　％

250円/日危険作業手当 高所作業、毒物・火薬・ガスの取扱等の危険作業

700円/回

資格専任手当(企業局) 企業局に所属する職員 電気主任技術者等の資格取得者 2,000円～8,000円/月

緊急呼出手当 企業局に所属する職員
緊急呼出により出動しての調
査、復旧の業務

2,800円/回

供給停止等業務手当 企業局に所属する職員 水道の停止業務 450円/件

保安勤務手当 企業局に所属する職員
年末年始の事故等の保安処理
のための自宅待機

主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度） 55.9

手当の種類（手当数） 8

手当の名称

支給実績（22年度決算） 1,838

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 32,241

福井市 3 97 3

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 121,899

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

5,986 14,981

支給実績（22年度決算） 11,946

59.28 59.28

47.5 59.28

33.5 41.34

福　　　　　井　　　　　市 市町村平均　（政令指定都市を除く）

23.5 30.55

2.60 1.35

1.45 0.65

福　　　　　井　　　　　市 市町村平均　（政令指定都市を除く）

1,423 千円　 1,510 千円　
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（平成２３年４月１日現在）

円

円

円

円

円

職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 269

支給実績（22年度決算） 28,719

支給実績（21年度決算）

災害出動手当 災害時の庁外での救出、復旧、調査等の作業

27,925

0夜勤手当 千円同じ －

9,210 千円 102,337

職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

4,156 106,575

通勤手当 同じ

５(６)に同じ

0

－

同じ

住居手当 同じ －

管理職手当 －

扶養手当 同じ －

749,0376,741

千円 216,61912,564

千円

千円

 一般行政
 職の制度
 との異同

 一般行政
 職の制度
 と異なる
 内容

手　当　名 内容及び支給単価
支給実績

（２２年度決算）

滞納整理業務手当 企業局に所属する職員 料金等の徴収業務 380円/日

 支給職員１人当た
 り平均支給年額
 （２２年度決算）

用地交渉手当 企業局に所属する職員 土地の取得等の交渉業務 380円～650円/日

323

500円/日
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